
合計助成額 支払い方法

60万円（50万円） 30万円（25万円）×２期

厚生労働省では、いわゆる就職氷河期世代を含む中高齢者の方々の中において、
不安定な仕事に就いている（正規雇用を希望していながら不本意に非正規雇用で働いている）方
仕事に就いておらず（無業状態である）、就職に向けてお悩みの方
学校卒業後、正規雇用としての経験がない方であって、子育てなどにより就業にブランクがある方

などの方々を、正規雇用労働者※として採用いただくことへの支援として、特定求職者雇用開発助成金
（中高齢者安定雇用支援コース）を創設しました。

雇入れの日において①～⑤のいずれにも当てはまる方を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業
者など（以下「ハローワークなど」という）の紹介で正規雇用労働者として新たに雇用する事業主
に助成金を支給します。

事業主の皆さまへ

＜対象となる労働者＞ 下表①～⑤のすべてに当てはまる方が対象です

LL070401企02

＜支給額＞ 対象期間を６カ月ごとに区分し、一定額を支給します

(  )内は大企業に対する支給額

・都道府県労働局・ハローワーク

※「正規雇用労働者」とは
① 期間の定めのない労働契約を締結している労働者であること
② 所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者の所定労働時間（週30時間以上）と同じ労働者であること
③ 同一の事業主に雇用される通常の労働者に適用される就業規則などに規定する賃金の算定方法および支給形態、賞与、
退職金、休日、定期的な昇給や昇格の労働条件について長期雇用を前提とした待遇が適用されている労働者であること
等の要件を満たした労働者である必要があります。なお、短時間正社員等の場合でも正規雇用労働者です。

特定求職者雇用開発助成金
（ 中 高 年 層 安 定 雇 用 支 援 コ ー ス ）のご案内

① 35歳から60歳未満の方

② 雇入れの日の前日から起算して過去５年間に正規雇用労働者として雇用された期間※を通算し
た期間が１年以下である方

③ 雇入れの日の前日から起算して過去１年間に正規雇用労働者等として雇用されたことがない方
※ 過去１年間に正規雇用労働者等として雇用された期間がある方でも、事業主都合の解雇等により離職した場合は助成対象となります。

④ ハローワークなどの紹介の時点で「失業している方」または「非正規雇用労働者など安定した
職業に就いていない方」でかつ、ハローワークなどにおいて、個別支援等の就労に向けた支援
を受けている方

⑤ 正規雇用労働者として雇用されることを希望している方

※ 正規雇用労働者として雇用された期間とは、①及び②に該当する場合を含みます。
① 以下のａ又はｂに該当すること
ａ 自営業者等（個人事業主・フリーランス等）
ｂ 業務独占資格（※）を有し資格に基づく就労をしていた者

② 正社員と同等以上の能力が必要な仕事をしていた期間
（この間、雇用保険被保険者だったか否かは問いません）

ただし、就労したい職種でこれまでの専門知識等を活かせない場合は上記期間から除きます。

※「業務独占資格」とは、法令によって、その資格を有する者でなければ携わることを禁じられている業務を、独占的に行うことができる免許・資
格をいいます。具体的には、看護師、社会保険労務士、電気工事士、大型自動車第一種・第二種免許 等の資格や免許が該当します。なお、普通自
動車免許は、業務独占資格に該当しますが、本要件には含めません。



注）上記を満たす事業主であっても、以下に該当する場合などは助成金が支給されません

① 雇用保険の適用事業主であること

②
対象労働者をハローワークなどの紹介によって正規雇用労働者として、かつ雇用保険の一般被保険者と
して雇用することが確実であると認められること

③
対象労働者の雇入れ日の前後６カ月間（以下「基準期間」という。）に、事業主の都合による従業員の
解雇（勧奨退職を含む。）をしていないこと

④

対象労働者の雇入れ日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（中高年層安定雇用支援コース）の支給決
定がなされた者（※）を、支給申請日の前日から過去３年間に、その助成対象期間中に事業主の都合に
より解雇等をしていないこと
（※）対象労働者種別が同一の特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）の支給決定がなされた者を含みます。

⑤
基準期間に、倒産や解雇など特定受給資格者となる離職理由で離職した被保険者数が、対象労働者の雇
入れ日における被保険者数の６％を超えていないこと（特定受給資格者となる離職者が３人以下の場合
を除く。）

⑥

対象労働者の出勤状況が日ごとに明らかにされた出勤簿、対象労働者に対して支払われた賃金について
基本賃金とその他の諸手当とが明確に区分されて記載された賃金台帳、当該事業所を離職した労働者
（日々雇い入れる者を除く。）の氏名、離職年月日、離職理由等が明らかにされた労働者名簿などを整
備・保管していること

＜対象となる事業主＞下表①～⑥のすべてを満たす事業主が助成金の対象となります
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＜雇い入れから支給申請までの流れ＞
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◆支給にあたっては、このリーフレットに掲載している要件の他にも、条件などがあります。
◆支給申請書等、各種様式は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00057.html
また、e-Govを通じた電子申請も可能です。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00037.html
※e-Govによる申請時には「就職氷河期世代安定雇用実現コース」を選択して申請します。

◆デジタル・グリーン分野（成長分野）の業務に従事させる事業主が、本コースの対象となる労働者を雇い入れ、人材育成や、
職場定着
に取り組む場合 又は、人材開発支援助成金を活用した教育訓練を実施した上で雇い入れから3年以内に５％の賃上げを実施し
た
場合 本コースの１.５倍の助成額を支給する特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）があります。
対象者に人材育成などをお考えの事業主の皆様は、特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）をご確認くだ
さい。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/tokutei_seichou_00008.html
◆ご不明な点については、都道府県労働局またはハローワークにお尋ねください。

・ハローワーク等からの紹介以前に、雇入れに向けた選考を開始していた場合
・雇い入れ日の前日から過去３年間に、対象労働者と雇用、請負等の関係や、出向、派遣等の関係にあった者を雇い入れた場合
・対象労働者が、雇入れをする事業所の代表者または取締役の３親等以内の親族である場合
・支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金を、支払期日を超えて支払っていない場合
・ハローワークなどの紹介時点と異なる条件で雇い入れられた場合で、対象労働者に対し労働条件に関する不利益、または違法行為
があり、かつこの対象労働者から求人条件が異なることについての申し出があった場合 など


